教育思想史学会（2002年9月22日、於目白大学）

植民地主義と近代教育（学）
駒込　武（京都大学）

１．はじめに
　
２．植民地主義（Colonialism）・近代（Modernity）・教育（Education）

２－１．「近代」をどのように捉えるか。

○西欧近代「文明」の威力と魅力と魔力

○竹内好による「文明一元観」への批判
・「文明一元観」とは？

「文明一元観というのは、歴史は未開から文明への一方交通だという歴史観を軸にして世界を解釈する思想のことである。文明とは、ある本源的な力であり、定冠詞つきで呼ばれるべきものである。その文明が野蛮に向かって浸透する自己運動の軌跡が歴史である。…こうした思想が、日本の近代化の原動力になっていたと考えられる。」（竹内好1961:260「日本とアジア」1961年『日本とアジア』1993年、筑摩書房、260頁）

・日本における「国家の思想」としての「文明一元観」

「文明一元観」の代表的なイデオローグは福沢諭吉。
日清戦争を経て植民地領有が既定事実となった段階で「国家の思想」として定着。
戦後もいっそう拡大。　Cf. 近代化論と唯物史観
・アジアにおける「文明の否定を通しての文明の再建」
「ランカシァの紡績工場に対抗するためにガンジーが糸車をまわしたとき、この文明への反逆行為を文明が処罰することができなくなっていた。その変化が日本人には見えなかった。…植民地の独立運動が、文明の恵沢の結果であると考えるのは正しくない。むろん、ある程度の文明の浸透は、条件として必要である。それなしには土着資本の発生も、インテリゲンツィアの発生もありえない。しかしこれは、単なる条件に過ぎない。…エセ文明を否定する反文明運動がおこり、それがエセ文明を内部から別の文明につくり変えていくとき、はじめて独立運動が着実なものとなる。」（竹内、同前書、283-284頁）
・戦後アメリカの世界政策における文明の「無原則化」「無内容化」
○フランツ・ファノン（F. Fanon）における「全的人間」
「ヨーロッパのまねはしまいと心に決めようではないか、われわれの筋肉と頭脳を、新たな方向に向かって緊張させようではないか。全的人間を作り出すべくつとめようではないか。…
　＜第三世界＞は今日、巨大なかたまりのごとくにヨーロッパの面前にあり、その計画は、あのヨーロッパが解決をもたらしえなかった問題を解決しようと試みることであるはずだ。

だがこの場合に、能率を語らぬこと、［仕事の］強化を語らぬこと、［その］EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(リズム),速度)を語らぬことが重要だ。否、＜自然＞への復帰が問題ではない。問題は非常に具体的に、人間をEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ママ）),片輪)にする方向へ引きずってゆかぬこと、頭脳を摩滅し混乱させるリズムを押しつけぬことだ。追いつけという口実のもとに人間をせきたててはならない。人間を自分自身から、自分の内心からひきはなし、人間を破壊し、これを殺してはならない。

否、われわれは何者にも追いつこうとは思わない。だがわれわれはたえず歩きつづけたい、夜となく昼となく、人間とともに、すべての人間とともに。」（フランツ・ファノン、鈴木道彦・浦野衣子訳『地に呪われたる者』みすず書房、1996年［執筆は1960年］、312頁）。
２－２．植民地支配におけるレイシズム（racism）の制度化
○ロバート・マイルズ（R. Miles）によるレイシズムの定義―非本質主義的なアプローチ―
・肌の色など恣意的に選び出された特徴を重要な基準として選択し（signification）、この特徴により人間集団をカテゴライズし（racialization）、否定的／肯定的な評価を付与し、一定の人間集団を排除／包摂（exclusion／inclusion）していくイデオロギー。

・ステレオタイプな他者像（representation of the Other）をともなう。
・分類の基準となる特徴は「一般には形質的なもの（例　肌の色、髪の型、頭の形）だが、見てすぐにわかるわけではない生まれつきの現象（例　血統）も重要な特徴として選ばれることがある。」（Robert Miles, Racism after Racial Relations, London and New York: Routledge, 1993, p.63）
・セクシズムやナショナリズムもsignificationの作用に基づくものであり、しばしばレイシズムと重なりあう。その重なり方は歴史的な状況によって異なる。
Ex.　植民地において「種の堕落」を防ぐために「同じ種」の女性が送り込まれる。
Ex.　オーストラリアで移民制限の法律の対象がcoloured racesから「英語のできない人々」に書き換えられる。

・レイシズムは通歴史的なものだとしても、資本主義的な生産様式において社会的資源の希少性とその配分のあり方が先鋭化することによって資源配分の不平等の正当化という機能を果たすことになる。
○植民地支配とレイシズム

「『劣った』人々に対する支配を正当化するために、帝国主義者の言説は、必ずレイシストのものとなる。」（J.A. Mangan, ‘Images for confident control’, J.A. Mangan ed. Imperial Curriculum: Racial Images and Education in the British Colonial Experience, London and New York: Routledge, 1993, p.12）
○日本の植民地支配におけるレイシズム
・「教化意見書」（1910年）における「日本民族」「朝鮮民族」
「日本帝国民ノ忠義心ハ、日本民族ニ固有ナル祖先崇拝ニ深キ根蒂ヲ有ス。帝国民ニトリテハ此祖先崇拝ハ一ノ宗教ヲナシ最古ヨリ行ハレテ今日尚儼トシテ存ス。天祖ハ日本民族ノ始祖ニシテ天祖ノ直系タル皇室ハ我等ノ大宗家ナリトハ、一ノ信念トナレルノミナラズ又否定スベカラザル事実ナリ。…

    彼ノ本居宣長ガ伊勢ノ大廟ヲ拝シテ

      何ごとのおはしますかは知らねども

        　ありがたさにぞ  涙こぼるる

    ト詠シタルハ実ニ日本民族ノ心情ヲ最モ簡明直載ニ発表セシモノナリ。誰カ朝鮮民族ヲ同化シテ此微妙ノ情感ヲ体得セシメ得ルト断言シ得ルモノアランヤ。…
徹頭徹尾朝鮮ハ日本民族ノ発展スベキ植民地トシテ経営シ、朝鮮民族ハ日本民族ニ対シテ従属的位置ニ立タシムルコト蓋シ必要ナルベシ。…朝鮮ニ於ケル施設ノ根本ニ至リテハ日本民族ヲ宗主トシ、朝鮮民族ヲ従属ノ位置ニ立タシムルコトハ、蓋文野民族ノ接触ヨリ生ズル自然ノ勢ナリトハ云ヘ、又其然ラシムベキ必要アルヲ見ル。其他ハ一切正当ナル自由競争ニ放任シテ、優勝劣敗ノ自然淘汰ヲ行ハシメテ可ナラン。」（「教化意見書」隈本繁吉文書）
　　　Cf. 本籍移転の禁止、「通婚」の禁止（1930年代に緩和）、参政権の否定（1945年に緩和）
２－３．教育における植民地主義
○教育の理念

・「教化意見書」（1910年）

徳育については「帝国及皇室ニ対スル感謝報恩ノ情ヲ薫陶スルコトニ止メ」、生業に必要な誠実、勤倹、規律、清潔などの諸徳目を教養し、「安穏ニ自活スル帝国ノ順良ナル臣民」を形成すべき。

・第一次台湾教育令（1919年）制定過程での法制局官僚の見解
「普通教育ノ向上ヲ図ルカ如キハ、徒ニ土人社会ノ文明的意識ノ発達ヲ助長シ、遂ニ統治上有害ナル結果ヲ生スルノ虞アリ」（「台中中学校設置問題」隈本繁吉文書）
○台湾・朝鮮における教育制度の基本構造

　日本人と台湾人・朝鮮人の別学
　台湾人・朝鮮人向け初等教育（台湾では公学校、朝鮮では普通学校）の有償性・非義務制
→低い就学率

　中等教育・高等教育の発達の抑制
　日本語を「国語」とする

　教育制度を通じて支配者としての「日本人」、被支配者としての「台湾人」「朝鮮人」というカテゴリーをつくりだし、再生産する。「台湾人」「朝鮮人」を「無能」化し、序列化する手段としての言語。

　植民地化された人々のあいだでの「近代教育」への要求

○第二次台湾教育令（1922年）

　初等教育では「国語を常用する者」は小学校、「国語を常用しない者」は公学校。
　中等・高等教育では民族間の共学を原則とする。

「茲ニ教育令ヲ改正シ、内台人間ノ差別教育ヲ撤去シ、教育上全ク均等ナル地歩ニ達セシメ得タルハ、本総督ノ洵ニ欣快トスル所ナリ」（第二次台湾教育令制定の際の田健次郎台湾総督の諭告）

３．林茂生・阿部重孝・キャンデル（I.L. Kandel）
３－１．林茂生による植民地教育批判
○林茂生（1887～1947）の生涯

1887年、林燕臣（儒者、1898年受洗、1914年叙階）の長男として台南市に生まれる。

1904年、台南長老教中学に入学。

1908年、台南長老教中学を卒業して「内地」に留学、同志社中学に入学。

1913年、第三高等学校を経て東京帝国大学文科大学入学。

1916年、東京帝国大学文科大学卒業。帰台後、長老教中学の教頭に就任、台南師範学校嘱託を兼任。

1924年、台南長老教中学後援会を発足、基金募集事業の主任となる。
＊校長エドワード・バンド（E. Band）の見解

「私たちの学校の教頭である林茂生は、今や台湾中を歩き回り、講演をし、趣意書を書き、寄付者を募ることにあけくれている。…彼の説得は本当に雄弁であり、数カ月を経ずして2万円の募金の約束を取り付けた。」（E. Band, Report of the Presbyterian Middle School Tainan, Formosa, 1924）
1927年、総督府在外研究員として米国コロンビア大学に留学。

1930年、帰台、台南長老教中学理事長となる。

1934年、神社参拝問題を契機として台南長老教中学に対する日本人官民の攻撃、台南長老教中学の理事長、英語講師など一切の職を退くことを迫られる。
＊校長エドワード・バンド（E. Band）の見解
「幸いなことには、宣教師に対する排外感情はそれほど強くはなく、主要な攻撃の対象は理事会の台湾人に向けられている。…多くの台湾人は、この出来事において、私たち宣教師が当局に対して台湾人の自主自立（Taiwanese Independence）の擁護者としてふるまわなかったことに失望感を感じている。しかし、私たちにはそのようにふるまう希望も権利もない。宣教師として、キリスト教教育の完全な自由に対する侵害がおこなわれない限り、私たちは日本当局の植民地政策の一翼を担うことに向けて準備すべきである。」（Edward Band, Tainan Presbyterian Middle School, 1934）

○林茂生の学位論文と台南長老教中学
・教育によって作り出される「ハンディキャップ」

「第１に、台湾の子どもたちは、生徒数に比して教員数も少なく、設備も整っていない学校によって不利益を受けている。第2に、言語上のハンディキャップは大きい。第3に、日本人の子どもたちの場合とは異なり、カリキュラムが台湾の子どもには理解困難なものであるため、中等教育への進学を困難にしている。最後に、上述の統計で示したように、公学校の教師には無資格教員が多く、小学校の教員とは能力において比較にならない。
　台湾人の中で中等教育に入学できる者の割合が減少しつつある理由は、ある程度、こうしたハンディキャップから説明できる。しかし、競争的な入学試験が適正に行われているのかという問題もある。公には中等学校は入学試験に合格した者すべてに開かれていることになっているが、強い規制力がそこに働いていることも知られている。例えば，長年の間日本人を主に生徒として収容してきた中学校は、台湾人学生の割合の上限を１割以下とする不文律をもっている。…それは、入学志願者に対して不当な体制であるばかりでなく、入学を認められた１割に対しても不適切な体制である。というのは、その学生たちはマイノリティであるから、個性的な違いを考慮に入れてもらえず、不利益をこうむるからである。…各主要都市に２校の中学校が設立された上で、中等教育は、初等教育と同様に民族別学とすべきである。」（Mosei Lin, Public Education in Formosa under the Japanese Administration; A Historical Study of the Development and the Cultural Problems, New York, 1929, pp.187-188）

Cf. 台湾人だけを対象とした中学校としての台南長老教中学
・人間形成における母語の重要性
「台湾における日本語は疑いなく現地の住民にとって次第により身近で、有用なものになるであろう、しかし、決して台湾の言葉に置き換わることはない、というのが筆者の信念である．言語は死んでいるのではなく、生き、成長し、変化し、台湾人の思想と感情を表現している。それは、ゆりかごから墓場まで台湾語をしゃべる人々に関係しているのであり、台湾の子どもが大人の生活に入っていく時のイニシエーションの一部なのである。」（ibid., pp.156-157）
Cf. 台南長老教中学における台湾語の教授

・「近代教育」とは？
「近代教育は子どもの創造的な力を台無しにしてはならないという考えの下に、外側から強制するのではなく、内側から個々人を発達させることを目的としている。同化とは、望まれもしない外側から自分の基準を押しつけようとするものである。…

　Henry Adamsは次のように述べている。『強制（coercion）は、あらゆる民主的なものの反対物である。それは外部の意思を押しつけ、常に他の可能性を制限するように働く。それは、道徳的な生活の必須条件である責任感覚を発達させる余地を与えない。』」（ibid., p.168）
　　 Cf. 林茂生「ウイネツカ案の批判的研究」『輔仁』第６号、私立台南長老教中学校友会、1929年
３－２．阿部重孝における植民地教育論

○阿部重孝（1890～1939）の経歴

1913年、東京帝国大学文科大学を卒業。同大学大学院に入学。

1915年、文部省により「時局ニ関スル教育資料」調査を嘱託される。

1922年、東京帝国大学文学部助教授担当となる。教育学第五講座で「教育制度、学校管理」担当。
1923年、文部大臣よりアメリカ合衆国、イギリス、フランスに留学を命ぜられる。

1925年、東京帝国大学より、学術上取調のため、台湾へ出張を命ぜられる。

1937年、教育改革同志会に参加、「教育制度改革案」の立案に参画。

「中央集権的メカニズムを通して教育の平等を促進するという阿部の観点は、分権的な教育制度であるアメリカのケース以上に教育における権利の平等を目指したものであった。阿部は戦時体制期における改革を通して、こうした教育における権利の平等を目指したのである。この欧米近代以上の近代の徹底を目指した戦後教育改革は、社会における階級制を打破し、教育を通した広範な国民の階層移動を可能にした点で、近代の大衆化を安定的に組織したシステム社会の幕開けを意味していた。…現在我々が問わなければならないのは、戦時期に構想された教育改革とそれを歴史的出発点とした戦後教育の制度化である。それらを貫いている問題性は、いうまでもなく近代の問題性そのものである。」（大内裕和「教育における戦前・戦時・戦後―阿部重孝の思想と行動―」山之内靖他編『総力戦と現代化』柏書房、1995年、232～233頁）
○Shigetaka Abe, ‘Education in Formosa and Korea’, in I. L. Kandel ed., Educational Yearbook of the International Institute of Teachers College, Columbia University,（New York, 1931） 
「台湾と朝鮮における教育制度は一般の植民地における教育と異なっている。なぜならば、その根本的な目的は、日本内地と全く同じだからである。それは、忠良なる臣民の育成を目指す教育勅語の原則と一致している。…

　しかしながら、台湾と朝鮮においては若干の違いが必要と見なされている。なぜならば、言語や風俗・習慣が異なり、台湾や朝鮮における文化の程度は一般的に日本内地のそれよりもはるかに低レベルだからである。それにも関わらず、帝国のどんな地域の教育であっても差別意識によって支配されていると考えてはならない。植民地における教育の究極目的は、新附の民を社会的・経済的、そして政治的に日本の人々と同様の地位にまで引き上げ、『ギブ・アンド・テイク』の原則を実現することだからである。」（p.681）
３－３．コロンビア大学教育学部（Teachers College）と植民地主義
○林茂生の学位論文の序文

「著者は、モンロー（Paul Monroe）教授、キャンデル教授、ウイルソン（L.M. Wilson）教授に対して、彼らがこの論文を準備する過程において有益な示唆と批判、そして友好的な関心を持ち続けてくれたことに対して深い感謝を捧げたい。」（p.iii）
○コロンビア大学と植民地支配

1913年、モンロー、陸軍省の要請により米領フィリピンの教育調査を行う。
1923年、ロックフェラー財団の援助により、コロンビア大学教育学部に国際研究所が設けられる。モンローが所長、キャンデルが研究員に就任。

1924年、国際教育研究所、『教育年鑑（Educational Yearbook）』の刊行を始める。

1925年、国際教育研究所、フィリピンの教育調査を行う。

1931年、国際教育研究所、プエルト・リコの教育調査を行う。『教育年鑑』で「植民地教育（Education in Colonial Dependencies）」を特集する。

○I.L. Kandel, ‘The Education of Indigenous Peoples’, in I. L. Kandel ed., Educational Yearbook of the International Institute of Teachers College, Columbia University,（New York, 1931） 
「ネイティブの態度―（植民地支配下の）民族（nations）の教育に対する態度は、明確で急速な変化を見せつつある。より古い盛大は、当然のごとく保守的であり、西洋式学校が彼らの間にもたらしつつある新しい思想と新しい社会的秩序に対して嫌悪と不信を抱いている。しかし、彼らの中には賢明にもこうした変化の不可欠性を理解している者もいる。海外で教育を受けた民族は、しばしば大げさなまでに、西洋文明の利益を評価し、彼らの不幸な同胞のためにこうした利益を確保しようとする。海外で教育を受けた民族が、西洋人自身よりも西洋式の思想と制度の導入に対して熱心であるということはしばしば起こりがちである。…読み書きができるようになった人は、肉体労働に従事することを自分の尊厳を侵すものと感じるようになった。初等教育の基礎を得ることは、『ホワイト・カラー』の仕事への欲望を起こさせる点で、ちょうど進んだ人々の間での中等教育の拡大がそうであるように、遅れた人々のあいだに分裂を持ち込む役割を果たしている。同化主義的な政策によってすでに数多くの過ちがなされてきたという証拠は、数えきれないほどある。」（
４．まとめに代えて
・教育における植民地主義は戦後になって克服されたのだろうか？
＊文部事務次官通達「朝鮮人のみを収容する教育施設の取り扱いについて」（1965年）

「朝鮮人としての民族性または国民性を涵養することを目的とする朝鮮人学校は、わが国の社会にとって、各種学校の地位を与える積極的意義を有するものとは認められないので、これを各種学校として認可すべきではないこと」

＊日本経済団体連合会は「インターナショナルスクール問題についての提言－グローバル化時代に対応した教育基盤の整備に向けて－」（2002年６月14日）
「国際的に通用する英語力と異なる文化や価値観を理解する能力を身につけた人材を育成することは、国家戦略の一つとして取り組むべき大きな課題である。…大学改革の中で、大学の国際化は一つの大きな柱である。国際能力を身につけたインターナショナルスクール 卒業生を受け入れることは、大学にとって大きなメリットになる。」
・「近代」に憧れ「近代」を求めながら「近代」によって暴力的に疎外され続けてきた人々にとっての「近代」とは何なのだろうか？

「近代教育」原則を誰がどのような場で誰に向かって語るのか？
欧米→日本→アジアという学問の再生産の構造をどのように変えていけるのか？
　Cf. インフォーマントにされる「ネイティブ」
・（本報告のまとめとしてではなく、論じられなかった問題として…）植民地の「ネイティブ」とされる人々と「子ども」のアナロジーはどこまで有効なのか？「野蛮から文明への一方交通」でない歴史観、「子どもから大人への一方交通」でない人間形成観をどのように構想できるのか。
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